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研究成果の概要（和文）：　本研究は，普及が期待される水上機離着水エリアの運用方法の検討および支援シス
テムの開発を行ったものである．
　(1)海外での水上飛行場の調査の結果，水上機が多いエリアでは一定のルールが定められ，気象等の情報を提
供する仕組みが存在した．(2)国内の水面利用調査では，過密に船舶が航行している東京湾においても，離着水
が可能なエリアが存在することがわかった．(3) 離着水に必要な要件を整理し，離着水に適したエリアの抽出方
法を提案した．(4)離着水運航支援システムの開発を行い，製作した試作システムを実際に水上機を飛行させて
検証したところ，パイロットから安全安心に寄与するシステムであるとの評価を得た．

研究成果の概要（英文）：   In this study, the operation method of seaplane base areas was examined 
and the support system was developed.
   (1) As a result of the survey of the abroad, a certain rule was defined in the areas with many 
seaplane operation, and some systems to provide information such as weather are existed. (2) From 
the water area usage survey of domestic, it was found that there were areas to be able to take off 
and land water even in Tokyo Bay where vessels are congested. (3) Necessary conditions for taking 
off and landing water were organized, and a method of extracting suitable areas for taking off and 
landing sea was proposed. (4) An operation support system of taking off and landing are developed, 
and it was verified by flying a seaplane actually. The pilot evaluated that the system was useful to
 safety and security for taking off and landing.

研究分野： 交通工学・国土計画

キーワード： 水上飛行機　水上飛行場　航空機運航支援

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　我が国では，水上機特有の運航に関わるノウハウが不足している．本研究で整理した離着水の諸条件は，水上
機離着水場の設置・運用において参考になるもとの考えられる．また，開発した運航支援情報提供システムは，
運航者の不安を取り除く効果がある．つまり，安全安心な水上機の運航に大きく寄与できる知見が本研究で得ら
れたと考えている．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 海外では，水上機（事業用・個人用）がごく普通に空を飛び交っている．カナダ・アメリカ西
海岸では，バンクーバーを拠点として水上機運送ネットワークが充実している．ヨーロッパやオ
セアニア・アジアなどでも水上機運送事業が普及してきている．日本においては 1960 年代まで
水上機定期運送が西日本を中心に行われていたが，飛行機の大型化・ジェット化，陸上空港の整
備進捗などの理由により，日本の空からは消えていった（海上自衛隊保有機を除く）． 
最近になって，当研究グループらや地方自治体などで復活を求める声があがり，実際に瀬戸内

において，2016 年より水上機による周遊フライト事業が開始された（研究開始当初は予定）．こ
のように急速に水上機が普及する気運が高まってきている．  
 当研究グループらは，水上機の普及を目指して，水上機導入時の需要予測に関する研究を行っ
てきた．海外での事業化動向なども調査し，需要面からは一定の事業性が見込めることを明らか
にしてきた．また，先行研究である科学研究費挑戦的萌芽研究「水上飛行機の離発着場整備に関
する基礎調査」で実施した海外（カナダ等）の水上機事業会社などを対象として現地調査より，
水上機の運航，特に離着水における水域の安全確保の重要性がわかった．その水域の波浪や風況
などの気象・水象状況，さらには船舶など障害物の状況を，熟練パイロットが的確に判断して運
航している．一方，日本においては，水上機の熟練パイロットは皆無であり，安全安心な運航に
懸念が示されている． 
 日本での普及に向けて，水上機を安全安心に運
航するため，離着水エリア等の様々な環境情報を
運航者へ的確に伝える必要がある（図-1 参照）．そ
のために，まず運航に必要な水域情報の種類やそ
れらの入手方法・提供方法・運用方法などについ
て整理する必要がある．また，水面利用区域や利
用ルールなどの水域利用方法についても検討が
必要である．それらを踏まえ，運航者に適切に情
報提供できれば，水域において安全安心な運航を
支援できる．情報通信技術の進展により，簡易に
情報提供できる可能性がある． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，水上機の離着水に関わる安全安心のための施策等について検討してきた．そこで，
主に以下の事項について研究を進めてきた． 
(1) 海外での水上機の離着水エリアに関する運用方法などの実態の把握 
(2) 日本での水上機離着水の想定エリアにおける船舶等の利用実態の把握 
(3) 水上機の利用水域の条件把握 
(4) 水上機の運航支援システムの開発 
 
３．研究の方法 
(1) 海外での水上機の離着水エリアに関する運用方法などの実態の把握 
世界の先進事例から，水上機の運用の実態を探るため，世界最大の定期便ネットワークが形成

されているカナダ・アメリカ西海岸地域（バンクーバー・ビクトリア・シアトルなど），世界最
大規模の水上機離発着場があるアンカレッジ，世界有数のリゾートとして水上機による諸島間
輸送が行われているモルディブを対象として，現地調査を実施した．現地において運用実態を見
聞するとともに，安全安心運航のための施策などに関して関係者へのインタビュー調査を実施
した． 
 

(2) 日本での水上機離着水の想定エリアにおける船舶等の利用実態の把握 
大型船舶は衝突防止を目的とした識別情報を発信しており，航行位置をリアルタイムで把握可

能である．一方，小型船舶は識別情報を発信している船舶は少なく，航行の把握が困難である．
そこで，船舶航行が盛んな水域の事例として東京湾を対象に，遊漁船およびプレジャーボートな
どの小型船舶の運航状況を把握する．そのため，湾内にあるマリーナを対象として，船舶の運航
実態に関してインタビュー調査を実施した． 
 

(3) 水上機の利用水域の条件把握 
水上機を含む一般の小型機の運航条件に加え，水上機特有の運航条件を把握するため，ICAO

や FAA，国土交通省などが公表している水上機の運用に関する規定類などを収集して整理した．
また実際に水上機を運航している国内外の事業者や個人などへのインタビュー調査を実施した． 
 
(4)水上機の運航支援システムの開発 
水上機を安全安心に運航するために必要な水域の環境情報について，運航者などを対象として

インタビュー調査を実施した．それらをもとに，乗法を運航者に提供するシステムの要件定義を
行い，試作システムを開発した．また，開発した試作システムを検証するため，実際に水上機に
よる試行試験を実施した． 

図-1 運航支援情報提供のイメージ 



４．研究成果 
(1) 海外での水上機の離着水エリアに関する運用方
法などの実態の把握 
米国・カナダ西海岸には、水上機が離発着できる入

り江や湖・河川などの水辺空間が多数存在している．
水上機の離着水は，入り江内などの限られた一部エ
リアを指定している場合が一般的である．そのエリ
アを占有することなく，船舶と共用していた．船舶
も水上機もトラフィック（運航回数）が数分に１回
程度であり，お互いに水面空間と時間を譲り合って
運航することで，事故などの危険性は低いことがわ
かった．その中でビクトリアでは，狭い水域を大型
船舶からカヌーなどの小さなボートまで多様な使わ
れ方をしており，水域利用区域の設定や運用ルールを定めたマ
ニュアルを策定していた（図-2 参照）．また，多くの水上空港
では，近傍にあるヘリポートから気象や周辺での航空機の運航
情報の提供が行われていることがわかった．また，モルディブ
では，環礁の中の静穏な水域を離着水に利用していた．ビーチ
周辺でのリゾートアクティビティを邪魔しないよう，またビー
チのコテージへの騒音に配慮し，沖合に浮桟橋を浮かべて乗降
していた．これらのように，水面を利用する多様な利用者に配
慮しながら，水上機の離着水が行われていることがわかった． 
また，水上機が離発着するためのローカルルールや施設・設

備は離着水の需要規模に応じて柔軟に整備され，それらの情報
は AIP（航空路誌）などで広く公開されていた．それらにより，
水上機が安全安心できることがわかった． 
 
(2) 日本での水上機離着水の想定エリアにおける船舶等の利
用実態の把握 
東京湾を航行するプレジャーボートなどの小型船舶の運航状

況について把握するため，湾内の 13 のマリーナへのインタビ
ュー調査を実施した．その結果，いくつかのマリーナでモデル
コースを持っており，それらから航行頻度が高
い水域が存在することがわかった．図-3 は，モ
デルコースをとりまとめたものである．マリー
ナ周辺や湾奥の青海や豊洲地区での航行は頻度
が高く，一方で船艇 50m 超の船舶が航行できな
い湾奥の三枚州地区は比較的航行 
頻度が低い傾向であった． 

 
(3) 水上機の利用水域の条件把握 
航空法 79 条には，水上機が離着水できないの

は「国土交通省令で定める場所」のみとあり，ほ
とんどの水域に離着水可能である．航空法以外
にも，水上機の運航整備や施設・離着水エリアの
設置に係る法令・規則・規定等があり，それらを
整理した（表-1 参照）． 
水上機特有の運航条件としては，水面状況（波

浪，潮流，うねり，潮位など），水域利用状況
（船舶航行，漁業など），環境状況（水質負荷，
生態系負荷など）など，離着水において配慮す
べき事項を整理した． 
それらの情報をもとに，離着水に適したエリ

アの抽出例を作成した（図-4 参照）． 
 
(4) 水上機の運航支援システムの開発 
離着水時におけるパイロットや運航管理者の

不安を緩和するために，運航に必要な情報を提
供するシステムを開発した．システム構成イメ
ージを図-5 に示す．またシステムに必要な要件
定義を行った（表-2 参照）．それに基づき風況
および波浪を把握するセンサー，通信システ
ム，情報提供アプリを試作した．試作したシス

□：離着水エリア 

■：水上空港ターミナル 

図-2 ビクトリア湾のトラフィックス
キーム 出典：TransportCanada 資料に加筆 

図-3 東京湾のプレジャー
ボートのモデルコース 

表-1 水上機運航に関連する法規等 
出典：水上機システム導入ガイドブック（制作協力） 

図-4 離着水エリアの抽出例 
出典：水上機システム導入ガイドブック（制作協力） 



テム構成は図-6 に示すとおりである．情報提供アプリの画面を図-7 に示す． 
実際に水上機（超軽量飛行機）を用いて，試作システムの検証試験を霞ヶ浦にて実施した（図

-8 参照）．その結果，試作システムはほぼ想定通りに稼働し，情報を受け取ったパイロットから，
離着水エリアの風況・波浪情報が得られることで，離着水の不安が和らぐなどの効果があるとい
う高い評価を得られた． 
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該当 手段 概要 
（ア） 航空気象の実況 視程、雲量、気温、

は、無人機器を用い
て、自動音声放送す

航空気象の遠隔取得 出発地での離陸前に
運航可否・プラン立
を含む、水面警告な

（イ） 水面警告 水面下の岩礁は水位
き、水底地形データ
水底地形データは、
ておく。スキャン装置
で構成する。水面に
たドローンで撮影し
水上バイク等の船舶
確認する必要がある

（ウ） 送電線の警告 飛行進路上の送電線
画面に表示する（G1

風況の監視 風の巻き状況は、水
速計から解析し、画

図-5 運航支援情報提供システムのイメージ 

表-2 システムの要件定義（抜粋） 

図-6 試作システムの構成 

図-7 試作アプリの画面 図-8 実証試験飛行 
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